








序     文 
 

 日本国政府は、セルビア・モンテネグロ国政府の要請に基づき、同国の地理情報システム策定を支

援することを決定し、国際協力機構がこの開発調査を実施することといたしました。 

 平成18年6月のモンテネグロ共和国の独立及び日本政府による同国政府の承認を経て、当機構は、

同調査を円滑かつ効率的に進めるため、平成 18 年 10 月 23 日から平成 18 年 11 月 19 日までの 28 日

間にわたり、当機構の社会開発部都市地域開発・復興支援第二チーム長、菅野祐一を団長とする事前

調査団を現地に派遣しました。 

 調査団は本件の背景を確認するとともに、同国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査の結果を踏まえ、

開発調査に関する実施細則（Scope of Work：Ｓ／Ｗ）を協議のうえ作成しました。同国政府内での調

整を経て、平成 18 年 11 月 30 日に当機構のバルカン事務所長、鹿野正雄を現地に派遣し、Ｓ／Ｗへ

の署名を行いました。 

 本報告書は、上記事前調査と、それに前後して実施された調査結果を取りまとめたもので、今後の

調査の展開に広く活用されることを願うものであります。 

 ここに、ご協力とご支援をいただきました内外の関係者各位に対し、心から感謝の意を表します。 

 
 
 平成 18 年 12 月 
 
 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部 部長 岡崎 有二 





モンテネグロ位置図 

 

 
 





S／W協議風景

一等三角点

建物の壁に設置された水準点

（地籍図作成のため点を中心に十字型に石を配置した対空標識）

停電下での車座協議

一等三角点の上面

GPS観測で設置した基準点（国内165点）

現在は不動産局の事務所と作業所が数か所に分かれているが、近日
中に完成した高層ビルの一角にすべてが移転しまとめられるとのこと。





モンテネグロ山岳国の海岸地形 モンテネグロの中部山岳地域　１

モンテネグロの中部山岳地域　２

不動産局保有機 セスナ４１２B　（双発機）

（空撮クルーと調査団員）

航空カメラ「RC-30」を操作する撮影担当者

(高度:26,000ft　ポトゴリッツァ上空　撮影縮尺:　1/40,000）

不動産局保有機に搭乗し空撮技術の確認をする調査団員
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第１章 事前調査の概要 

 

１－１ 要請の背景 

ユーゴスラビア連邦共和国（以下、「ユーゴスラビア」と記す）は 1990 年代の内戦を経て 2003 年

の新憲法採択時に国名をセルビア・モンテネグロとし、2006 年までの期限付きで誕生した２つの共

和国（セルビア共和国及びモンテネグロ共和国）から成る連合国家であったが、同国は 2006 年６月

に連合を解消し、モンテネグロ共和国（以下、「モンテネグロ」と記す）が誕生した。 
当時のユーゴスラビアに対し、我が国は、2001 年 JICA 経済協力調査団を派遣し、長期にわたる経

済制裁と空爆の影響により国内経済が大幅に悪化していたことを受け、同国国民の生活基盤、経済基

盤の復旧、復興を支援することを目的に、電力、公共輸送、保健医療、都市環境、農業、社会福祉を

支援重点分野とし協力を行う必要があることを確認し、同年６月のユーゴ支援国会合において上記６

分野を我が国の重点支援分野として表明した。 
2003 年から 2005 年にかけて、新たに成立したセルビア・モンテネグロ（当時）のうちモンテネグ

ロ側に対しては、国連開発計画（UNDP）とドイツ技術協力公社（GTZ）が協力して、国家の復興と

経済成長を実現するため、長期開発計画、都市計画、文化遺産保存計画、防災計画等を柱とした国土

開発計画を策定した。このなかで、モンテネグロが今後、戦略的・効率的に国土開発計画を実施して

いくための基礎となる地形図については、現存するものがいずれも、ユーゴスラビア時代の 1970 年

代に策定された紙製のアナログ地図でしか存在せず、開発計画実施の大きな障害となっており、地理

情報システム（Geographic Information System：GIS）に対応可能なデジタル地形図の整備が急務とな

っていることが判明した。 
そこでモンテネグロ政府は、当時策定中の国土開発計画を実施していくために、国土全域（面積約

1 万 4,000km2）の地理情報整備とその応用技術（GIS モデルデータベース作成）への技術協力を我が

国に要請してきた。 
これを受け JICA は、2005 年３月に事前調査を実施しようとしたが、モンテネグロによる、セルビ

ア共和国側の測量実施機関との調整が難航し、その調整で約１年が経過したうえに、２共和国の連合

解消に伴う、日本国政府との新たな外交関係の樹立と技術協力協定の承継にも時間を要し、2006 年

10 月にようやく事前調査団を派遣することとなった。 
 

１－２ 調査の目的 

本格調査実施のための実施細則（Ｓ／Ｗ）の説明・協議、関連資料の収集、第三国及び現地におけ

るローカルコンサルタントの実施能力や GIS 機材調達等の現状調査並びに先方政府の受け入れ体制

の確認を行うことを目的として事前調査を実施した。 
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１－３ 調査団構成 

 氏 名 役 職 所 属 

1 菅野 祐一 総 括 JICA 社会開発部 都市地域開発・復興支援第二

チーム長 

2 高山 直樹   精度管理計画 国土地理院 測図部 地図編集課長 
 

3 阿部 正勝 基本図計画／機材計画  社団法人国際建設技術協会 
 

4 田中 庸夫 
 

GIS 計画／技術移転計画

 
社団法人国際建設技術協会 

5 片山 元子 
 

通 訳 
 

財団法人日本国際協力センター 

6 西田 有一 調査企画 JICA 社会開発部 都市地域開発・復興支援第一

チーム 

 

１－４ 調査行程 

日 日付 概要 備考(宿泊地) 

1 10 月 23 日(月) 移動・JICA バルカン事務所打合せ ベオグラード 

2 10 月 24 日(火) 不動産局長・空間計画センター表敬・打合せ ポドゴリッツァ 

3 10 月 25 日(水) 不動産局での技術事項聴取 ポドゴリッツァ 

4 10 月 26 日(木) 不動産局での技術事項聴取 ポドゴリッツァ 

5 10 月 27 日(金) Ｓ／Ｗ詳細説明、UNDP において情報収集 ポドゴリッツァ 

6 10 月 28 日(土) 資料整理 ポドゴリッツァ 

7 10 月 29 日(日) 官団員：移動、コンサルタント：現地踏査 ベオグラード 

ポドゴリッツァ 

8 10 月 30 日(月) 官団員：JICA バルカン事務所・大使館打合せ 

調査団打合せ 

ポドゴリッツァ 

9 10 月 31 日(火) 先方とのＳ／Ｗ協議 ポドゴリッツァ 

10 11 月 1 日(水) 機材(空中写真撮影関連)、不動産局見学 ポドゴリッツァ 

11 11 月 2 日(木) 先方とのＳ／Ｗ協議 ポドゴリッツァ 

12 11 月 3 日(金) 先方とのＳ／Ｗ協議 

写真撮影に関する調査・撮影機による模擬飛行 

ポドゴリッツァ 

13 11 月 4 日(土) 現地踏査 ポドゴリッツァ 

14 11 月 5 日(日) 資料整理 ポドゴリッツァ 

15 11 月 6 日(月) 先方とのＳ／Ｗ協議 

不動産局の写真測量工程情報収集、官団員帰国 

ベオグラード 

ポドゴリッツァ 
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16 11 月 7 日(火) 官団員：JICA バルカン事務所・大使館報告 

不動産局で調査に関する打合せ、段取り整理 

ベオグラード 

ポドゴリッツァ 

17 11 月 8 日(水) 機材業者において情報収集及び見積り依頼、不動産局にお

いて測地関連工程の情報収集 

ポドゴリッツァ 

18 11 月 9 日(木) 近郊都市ブドバにおいて民間事業者での情報収集 ポドゴリッツァ 

19 11 月 10 日(金) 機材業者見積り回収・測地測量関連機材状況視察 ポドゴリッツァ 

20 11 月 11 日(土) 資料整理 ポドゴリッツァ 

21 11 月 12 日(日) 資料整理 ポドゴリッツァ 

22 11 月 13 日(月) 資料収集 ポドゴリッツァ 

23 11 月 14 日(火) Ｑ／Ｎ回答回収 ポドゴリッツァ 

24 11 月 15 日(水) 局長からの情報収集、資料収集、資料整理 ポドゴリッツァ 

25 11 月 16 日(木) 現地踏査、資料整理 ポドゴリッツァ 

26 11 月 17 日(金) 移動、資料収集、JICA バルカン事務所報告 ベオグラード 

27 11 月 18 日(土) 移動・帰国 機 内 

28 11 月 19 日(日) 日本着 － 

 

１－５ 主要面談者 

付属資料１．のとおり。 
 

１－６ 現地調査結果概要 

10 月下旬から１か月弱の現地調査を行い、実施された協議結果と先方政府機関等から得られた情

報は以下のとおり。 
（１）協議結果 

今回、モンテネグロ側の要請元及びカウンターパート（Ｃ／Ｐ）機関としては、測量実施機

関である「不動産局（DRE）」と地理情報活用機関である「空間計画センター（CSP）（事前調

査時は環境保全・都市計画省に所属）」の２つが存在し、両機関間の調整が不十分であったため、

調査団として調査範囲と実施内容の確定に困難を伴った。 
短期間ながら両機関と協議を行った結果、モンテネグロ側が最優先で取り組みたいのは、国

土開発計画策定の基礎となる縮尺 1/25,000 の国土基本図の整備であり、そのための技術移転で

あることが明確になった。そこで、調査団側からは、同縮尺の地形図作成とその技術移転を提

案し、最終的に理解を得た。また、1/25,000 をベースにした縮尺 1/100,000、1/200,000 の地形図

については優先順位が下がることが確認でき、今回の協力範囲から外すことで合意を得た。 
調査対象範囲については、先方の意向も踏まえ、比較的山岳部の多い北西部を除く全国土の

約 70％を対象範囲として、縮尺 1/25,000 のデジタル地形図を日本の協力で作成することで合意

を得た（作成範囲はＳ／Ｗに添付）。また、残りの約 30％については、本格調査終了後、同調査

を通じて習得した技術を基に、先方の自助努力により実施することで合意した。この合意にあ

たり、縮尺 1/5,000 デジタル地形図のニーズを慎重に確認した結果、日本側・モンテネグロ側双

方が当てられる予算・人員に限りがあり、最優先事項である縮尺 1/25,000 のデジタル地形図作
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成を日本の協力で最大何％実施できるか、という点で協議が進み、縮尺 1/5,000 のデジタル地形

図作成については実施しないこととなった。 
デジタル地形図の GIS への活用については、現時点で先方機関側の要望の確認には至らず、

より詳細な調査が必要となっている。そこで、GIS 構築については、整備する地形図のデジタ

ルデータが基盤となって GIS 構築という次のステップへ進むことが可能となることから、先方

に明確な政策があって、GIS として整備する情報が揃っていれば、本格調査のなかで技術移転

を行って活用を促すことを検討する予定である。 
 

（２）モンテネグロの技術レベルについて 
現地調査前半で DRE の技術レベルについて確認できた範囲では、旧ユーゴスラビア時代のア

ナログ技術による地形図作成を経験した技術者が存在し、独立以降も DRE としては「地形図」

ではないものの「地籍図」及び「オルソフォト」を作成している経験をもつことから、デジタ

ル地形図作成プロセスのうち空中写真撮影から空中三角測量までは一定の技術をもつことが判

明した。これは数値図化以降のプロセスの経験がないということでもあり、技術移転の必要が

高いことが確認された（表１－１ 地形図作成業務フローの比較参照）。 
 

（３）空中写真撮影について 
本格調査で作成する地形図は全国土の約 70％であるが、その後のモンテネグロ側の作業を考

慮し、空中写真撮影範囲については全国土をカバーすることとした。 
先方実施機関である DRE は撮影用飛行機及びカメラを有しており、飛行機及びカメラの仕様

等を確認したところ、今回予定されている縮尺 1/40,000の写真撮影に対応できる仕様（高度 6,000
ｍでの撮影も可能）となっていることから、撮影にあたっては先方所有機材を使用することと

した。 
なお、撮影に必要な消耗品については、先方実施機関の予算不足もあり、先方で負担するこ

とは困難とのことから、日本側で負担することとした。 
また、撮影にあたっては、先方担当者が 1/40,000 の撮影に習熟していないことから、日本か

ら技術者を派遣し、共同で実施することを検討する予定である。 
 

（４）UNDP との連携について 
UNDP はフィンランドと共同実施してきた森林保護のための GIS プロジェクトを引き継ぎ、

モンテネグロ国内で GIS を普及するためのプロジェクトを立ち上げている。現在はフェーズⅠ

とのことであり、森林や環境保護のための GIS データの収集、作成に特化しているとのことで

あるが、フェーズⅡにおいては、GIS の普及、活用を目的とした半官半民の Montenegro GIS Center
（以下、「MonGIS センター」と記す）を設立する構想がある。 

UNDP によると、政府の組織改革が終了するのを待って、正式に政府の承認を取りつけると

のことであり、現状では、正式な組織として設立されていないが、フェーズⅠにおいては、既

にかなりの GIS に関するデータを収集あるいは作成してきており、GIS の普及という面におい

ては、同センターが一定の役割を果たすことが予想される。 
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しかしながら、モンテネグロにおいては GIS の基盤となる精度の高い地形図のデジタルデー

タがないため、現状では、地籍図をベースとして作成した継ぎ接ぎのデータをベースとして活

用している状況である。 
このため、日本の協力で作成する地形図データは、GIS 作成のための基礎データとして大き

く貢献できるものであり、MonGIS センターに対しても、それらのデータを提供することで連携

を図っていく予定である。 
 

（５）先方政府における内閣改造・省庁再編について 
本事前調査期間中の 2006 年 11 月 9 日で内閣改造があり、それに伴う省庁再編も行われるこ

とが分かった。Ｃ／Ｐ機関の１つである環境保全・都市計画省、援助窓口機関である対外経済

関係欧州統合省については、大臣が交代するとの情報があり、本調査の実施に影響を及ぼす可

能性について、JICA として別途情報収集・分析を行う必要がある。1 

 

１－７ 団長所感 

初めに、今回はＳ／Ｗを署名するにあたり必要となるモンテネグロ政府側の手続きが完了していな

いとのことから、手続きが完了するのを待つこととし、本調査団での署名は見送ることとなった。 
今回の調査を通じて、今後モンテネグロにおいて協力を実施していくにあたりいくつかの教訓が浮

かびあがったと思われる。 
１つ目は、事前のモンテネグロ国内における手続きなど、日本の協力を実施していくにあたっての

独立後のモンテネグロ国内の手続き、システムがまだ固まっていないという点である。援助受入窓口

となっている対外経済関係欧州統合省によるとシステムは確立しているとの説明であるが、実際には

説明が二転三転し、各省庁には周知されていないなど、システムが確立しているとはいい難い状況に

ある。 
なお、本件の場合は、事前に JICA から案件の実施内容に関する連絡がなかったため政府（モンテ

ネグロの場合は大統領府を示す模様）への事前報告ができなかったことから、本件のＣ／Ｐ機関の長

がＳ／Ｗに署名することはできないとの説明であった。調査団としては、モンテネグロの必要な手続

きを踏まないことにより本格調査の円滑な実施が妨げられる懸念があるとの判断から、Ｓ／Ｗの署名

を見送ることにしたものである。また、案件実施にあたって必要となる先方負担事項についても（特

に免税、ID カード発給といった点が問題になるとのことであるが）、先方政府内で関係機関と早急に

整理するよう本件Ｃ／Ｐのみではなく、対外経済関係欧州統合省にも再三要請を行ったところである。 
２つ目として、日本（JICA）の協力についてのモンテネグロ政府機関の理解が不十分である点で

ある。本件に関しては、予算的な問題もあるが、技術協力という面からも先方負担による地形図の作

成部分を残したほうがよいという理由から、本格調査で作成する範囲を約 70％とすることで提示し

たところ、先方からはモンテネグロ政府が承認した要請を勝手に変更することはおかしいとして強い

反論があった。調査団からは、案件内容の必要性のほか、受取国の状況や実施時の日本側の予算状況

も踏まえ、協議を行いながら案件の内容を決めていくことや、技術協力の意義を再三説明し、最終的

には理解を得たものの、先方には若干の不満が残っていることが予想される。 

                                            
1 省庁再編の結果、Ｃ／Ｐ機関の空間計画局（DSP）、援助窓口機関の経済国際関係局ともに、経済開発省に配置されたことが判明

している。 
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３つ目として、モンテネグロ政府機関間の連携の不備である。本件は DRE と CSP がＣ／Ｐ機関と

なって要請されたものであったが、もともと両機関が本件の実施に関し調整したようにはみられず、

また、案件の内容を固めるにあたっても双方が違う主張をするだけで、調整しようという姿勢が全く

みられなかった。さらに、援助受入窓口である対外経済関係欧州統合省との調整もＣ／Ｐ機関では行

うことができず（実際には行う意思がないようであったが）、結果として調査団が行うこととなった

（時間の制約もあり、モンテネグロ側での調整を待つ時間がなかったため）。 
モンテネグロは独立したばかりの国であり、本件は（開発調査としては）独立後最初の案件であっ

たことから、調査団としてもあらかじめ上述のような点を予測し、基本的な理解を得る期間を含め十

分な調査期間を確保すべきであったとの反省があるとともに、円滑な実施のため JICA の協力の方法

についてモンテネグロ政府機関に周知すべく、JICA としても引き続き努力をしていく必要を感じた。 
案件については、既に説明したように、縮尺 1/25,000 の地形図を全国土の約 70％で作成すること

で合意した。協議を実施するにあたり、実質的な実施機関である DRE の施設を視察したが（近く移

転するためすべての機材を視察することはできなかった）、これまで全国で地籍図を作成してきたと

いう説明のとおり、デジタルで地籍図を作成するための機材も数は少ないものの既に有しており、人

員も相応に確保していることが確認できた（ちなみに現在は２交代で業務を実施しているとのことで

あった）。 
また、これまでは「地籍図」ばかりで「地形図」については作成した経験がないとのことから、本

件を通じて地形図作成のための技術を習得したいとの強い意向が DRE 長から示され、必要な人員の

確保についても確実に対応する旨発言があった。 
このような施設、人員の状況、先方実施機関の強い前向きな意向を踏まえ、約 30％は先方による

実施が可能と判断したものである。 
このため、本件では特に技術移転に留意し案件を実施していく必要があり、この点を踏まえて本格

調査の内容を検討していく予定である。 
最後に、UNDP との連携についてであるが、UNDP の要望は本案件で作成する地形図データの

UNDP プロジェクト（MonGIS センター）での活用のほか、GIS データ作成のため、本件で作成する

空中写真等の成果物を活用したいというものであった。UNDP からの要望に関しては、Ｃ／Ｐである

DRE 等にも伝え、活用することに合意を得たが、懸念される点としては、地形図を所管する DRE や

GIS を所管する CSP が UNDP の構想に対し必ずしも深く関与していない点である。 
このため、UNDP の要望については技術的に難しいものではなく、容易に対応できるものであるの

で、基本的には連携する方針で進めるものの、実際のアクションに関しては、UNDP プロジェクトに

おける UNDP とモンテネグロ政府との調整状況をみつつ、慎重に対応していくべきと思われる。 
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表１－１ 地形図作成業務フローの比較 

 

不動産局現行業務フロー 当該プロジェクトの業務フロー案 
    

 標定点測量・対空標識設置  標定点測量・対空標識設置 

 ↓  ↓ 

 空中写真撮影（～1／30,000）  空中写真撮影（1／40,000） 

 ↓  ↓ 

 空中三角測量  空中三角測量  

   ↓ 

 ↓      ↓  現地調査 

   ↓ 

 地籍図図化  オルソフォト作成  地形図数値図化 
   ↓ 

   地形図数値編集 

   ↓ 

   補備測量（現地調査） 

   ↓ 

   補測編集 

   ↓ 

   地図記号化 

   ↓ 

   構造化・GIS データ作成 

    

   ↓（プロジェクト外） 
   地図印刷 
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第２章 本格調査への提言 

 
２－１ 調査の目的と背景 

ＥＵ加盟をめざすモンテネグロにおいて都市域での経済開発と全国各地の観光振興が最優先課題

であるが、これに必要な地形図については、1970 年代の旧ユーゴスラビア時代に作成されたものし

かなく、社会発展の大きな障害となっている。 
地形図の作成を担うのは、財務省傘下の不動産局であり、以下同局の現状を中心に、同国測量事情

の調査結果を説明する。 
  
（１）不動産局の現状 

１）組織概要 
次項の組織図に示すように、実質的な首都であるポドゴリッツァ（法律上の首都はツェティ

ネ）に本部、及び 21 の地方行政区それぞれに地方不動産部（支局）を配置している。 
本部では地籍図作成に必要な空撮・オルソフォト作成・図化といった一連の業務を実施して、

地籍区画まで示された地図データを作成している。データベースとして各地方不動産部に配信

して、地籍管理の業務にあたっている。その際の配信システムについてはセルビア大学の教授

が開発したソフトウェア Terrasoft（テラソフト）が稼動している。 
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２）組織図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１ モンテネグロ財務省不動産局組織図 

 

局 長 

総 務 部（合計 50 名） 

写真測量・地籍測量課（19 名） 

空中写真撮影課（27 名） 

測地技術課（４名） 

ポドゴリッツァ地方不動産部 

以下、全 21 地方不動産部 
（合計職員数 246 名） 

企 画 部（合計 21 名） 

計画・分析課（３名） 

電算システム課（３名） 

監査課（６名） 

経 理 部（合計８名） 

経理課（６名） 

事務課（２名） 

土 地 登 記 図 部（合計９名） 

監査課（６名） 

技術・メンテナンス部（21 名） 
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３）年間予算 
不動産局の年間予算一覧については以下のとおり（2004 年度予算と 2006 年度予算）。 
 

2004年度予算 費目 金額(ユーロ)
014 0143 4111 収入 1,011,678.74
014 0143 4112 累進付加税・行政区税の収入 37,669.75
014 0143 4113 職員給料の収入税 251,131.65
014 0143 4114 寄付税 561,801.63

411 小計 1,862,281.77
014 0143 4121 暖房手当 103,400.00
014 0143 4122 住宅手当 0.00
014 0143 4123 交通費手当 0.00
014 0143 4124 冬季手当 0.00
014 0143 4125 復職・復帰手当 2,317.68
014 0143 4127 臨時手当 0.00
014 0143 4128 職員会合手当 0.00
014 0143 4129 残り諸手当 0.00

412 職員手当とその他手当小計 105,717.68
014 0143 4132 必要とされる材料経費 31,690.64
014 0143 4133 必要とされる出張経費 28,641.83
014 0143 4134 必要とされる光熱経費 26,108.55

014 0143 4135
必要とされる機材購入経費・公衆衛
生メンテナンス費及び運送諸経費 0.00

014 0143 4136 必要とされる電信通信費（郵便物含） 37,131.65
014 0143 4137 専門の技術機械メンテナンス費 136,814.43
014 0143 4138 必要とされる保険経費及び銀行金利 0.00
014 0143 4139 契約に基づく基本地籍サービス費 121,139.09

413 必要とされる基本経費の合計 381,526.18
014 0143 4211 購入ファンド金 500,000.00

421 元資本金 500,000.00
総合計 2,849,525.63

2006年度予算 費目 金額(ユーロ)
4 総計 4,254,389.46

41 現状合計 3,068,663.95
411 税金・収入合算 1,891,870.73

0660 4111 収入 1,041,262.18
0660 4112 税による収入 228,132.56
0660 4113 職員の収入税からの収入 325,903.66
0660 4114 業務寄付税収入 262,352.44
0660 4115 行政区税金による収入 34,219.89

412 諸収入 90,439.22
0660 4121 暖房手当 55,621.94
0660 4122 年次休暇手当 24,817.28
0660 4123 諸手当 10,000.00

413 基本必要経費 1,046,354.00
0660 4131 必要とされる材料経費 126,000.00
0660 4132 必要とされる出張経費 54,600.00
0660 4133 必要とされる代表者経費 21,000.00
0660 4134 必要とされる光熱経費 60,000.00
0660 4135 必要とされる電信経費 170,000.00
0660 4136 必要とされる郵便経費 30,000.00
0660 4137 契約費 584,754.00

414 メンテナンス費 40,000.00
0660 4143 機材メンテナンス費 40,000.00
0660 43 独立機関への送金 97,200.00

431 独立機関への送金 97,200.00
0660 4313 独立機関への送金 97,200.00

44 元資本金 860,000.00
441 元資本金 860,000.00

0660 4413 各行政区からの費用 300,000.00
0660 4415 機材費 120,000.00
0660 4416 インベストメント関連費 440,000.00
0660 46 長期 228,525.51

463 前年度繰越分 228,525.51
0660 4630 前年度繰越分 228,525.51  
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４）測量業務について 
不動産局の主たる業務の１つは地籍図の作成である。地方行政区からの地籍図整備に関する

要望を受けて不動産局がプロジェクトとして地籍図作成を実施している（空中写真の項を参照）。

ただし、それぞれの地域ごとにばらつきのある測量成果を形成するに至っている。また、これ

らのプロジェクトごとの作業であるため、広範囲にわたり同一仕様で地形図作成を行った経験

はない。その際、オルソフォト作成について、新しい建物など現況を確認するのに有用なため

作成されている。 
 
（２）空中写真・地形図現況 

１）空中写真 
空中写真についてはプロジェクトごとに撮影を実施している。次項にプロジェクト(カッコ内

は使用したフィルム種類)を示す。 
• ニキシッチ－チェティニエ プロジェクト(カラー) 
• ビエロ－ポーリエ プロジェクト(カラー) 
• ポドゴリッツァ区域 プロジェクト(カラー) 
• ポドゴリッツァ中心部 プロジェクト(白黒) 
• ＣＧ海岸部 プロジェクト(ロール) 
• スカダルスコ湖 プロジェクト（ロール） 
• 小間隔オーバーラップによるモンテネグロ海岸線 プロジェクト(フィルム) 
• ファルマチータニキ プロジェクト（白黒） 
• プリュヴィリヤ南部 プロジェクト（白黒） 
• プリュヴィリヤ北部 プロジェクト（白黒） 
• ヴェリゲ プロジェクト（白黒） 
• タンキ Rt－ジュルマニ プロジェクト（白黒） 
• オヴィラジェニッチ プロジェクト（白黒） 
• ジャブリャック プロジェクト（白黒） 
• サヴニィック プロジェクト（カラー） 
• ロジャエ プロジェクト（カラー） 
• ベラネ プロジェクト（カラー） 
• アンドリイエヴィッチ プロジェクト（カラー） 
• プラブ プロジェクト（カラー） 
• ロブシェン プロジェクト（カラー） 
• ポドゴリッツァ GUP プロジェクト（カラー） 
• バル GUP プロジェクト（カラー） 
• アルミコンビナート地帯 プロジェクト（カラー） 
• プランタージュ１ プロジェクト（カラー） 
• プランタージュ２ プロジェクト（カラー） 
• モルスコドブロ プロジェクト（カラー） 
• クチ プロジェクト（カラー） 
• ツルマニツェ プロジェクト（カラー） 
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• ポドゴリッツァ空間計画 プロジェクト（カラー） 
• ダニュブ プロジェクト（カラー） 
• 海岸部 プロジェクト（カラー） 
• ヴェルサーマチェセボ プロジェクト（カラー） 

 
２）地形図 

モンテネグロではユーゴスラビア時代に作成された地形図(印刷図)しか保有しておらず、原版

もない。以前に印刷されたものを大切に使っている状況である。 
ただし、これらの地形図はユーゴスラビアであった時代に当時のベオグラードにあった測量

局が作成したものをそのまま利用しており、いずれの図も 1970 年代作成と 30 年以上昔に作ら

れたものである。いずれも不動産部に余部がほとんど存在しておらず、調査団として訪問した

折にサンプルとして持ち帰ることもできない状況である。 
なお、それらの古い地形図はセルビアでは購入できるが、海外への持ち出しが制限されてお

り、セルビア国内でしか使うことができない。 
国土全土をカバーする最大縮尺の地形図は縮尺 1/25,000 の地形図であり、国土全体を 127 面

でカバーしている。また、縮尺 1/50,000 の地形図では 43 面である。「２－２ 調査対象地域」

で示す図郭割りでの整備となっている（縮尺 1/25,000 の地形図は緯度方向、経度方向それぞれ

７分 30 秒ごとに区画している）。 
ほかにも縮尺 1/100,000 の地形図、縮尺 1/200,000 の地形図が存在する。 

 
３）基準点整備状況 

 三角点 
座標ＸＹと整合性のある三角点がモンテネグロ全体で 7,530 点あり、そのうちの一等三角

点は 21 点である。 
 

 
図２－２ 一等三角点網図 
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 水準点  
水準点は旧ユーゴスラビア時代に整備されており、水準原点はクロアチア共和国の都市

リエカにあり、モンテネグロではバル市のマギラに基準を設けている。水準点の成果は GPS
によって設置された 165 点の基準点（GPS 点）の成果に関連づけている。 

 
 GPS 観測による基準点(GPS 点)  

モンテネグロ内にはヨーロッパ統一の座標系であるユーレフ（EUREF）による基準点を

2 点、ポドゴリッツァ行政区のフーン及びミハイルビッツアに設置しており、これを基にし

た GPS 観測による基準点（GPS 点）が 165 点、全土平均 5km 間隔で設置されている。 
 

 GPS 連続観測点構想 
常時 GPS 観測を行い、他の GPS 観測の相対測位与点として活用するため、GPS 連続観測

点９点をモンテネグロに設置するプロジェクトを計画している。 
 

４）地図作成に用いる基準 
座標系はヨーロッパ統一座標系の EUREF を採用している。投影法はユニバーサル横メルカト

ル図法を採用している。地形図作成に際しては、詳細な図式規程が定められている（図式規程

本体は冊子に余部がないため、入手はできなかった）。 
 
（３）不動産局各部の業務について 

職員数は 346 名。以下の部門に分かれている。勤務時間は二交代制が採用されており、7～14
時、14～21 時で業務にあたっている。 

 
１）総務部 

写真測量・地籍測量課（19 名）、測地技術課（27 名）、空中写真撮影課（4 名）からなり、一

連の地籍図作成を所掌している（カッコ内は職員数、以下同じ）。 
 

 写真測量・地籍測量課 
写真測量・地籍測量課では撮影された空中写真を基にオルソフォト及び地籍図を作成し

ている。 
写真撮影のオーバーラップ率は 65～75％で行い、データのスキャンにおいては 12.5μ解

像度で行っている。空中三角測量においては、測地技術課からの基準点座標データをもと

に計算を行っている。 
図化にはカナダのインターナショナルシステマップ社製品 ISM 二式を使って行っている。

このときあわせて DTM を自動発生させている。次期システムとして、LPS、ERDAS を既

に購入済みであり、新庁舎への移動にあわせて稼動させる予定である（2006 年 11 月現在、

移転の準備中）。 
作業においては 2 交代制でオペレータ 4 名が 2 台の PC を操作している。 
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 空中写真撮影課 
空中写真撮影課は操縦士、副操縦士、撮影士、整備士各１名ずつで構成されており、撮

影計画は撮影士が立案している。空中写真フィルムの現像はカラー自動現像機で行ってい

る。焼き付けについては外注で行っている。空中写真のスキャンについては不動産局のス

キャナーを利用してデジタルに変換している。 
空中写真撮影については、各プロジェクトで経験を積んでいるが、いずれも 1/4,000～

1/300,000 の縮尺であり、今回の撮影縮尺である 1/40,000 の写真縮尺での空中写真撮影は未

経験である。 
空中写真撮影に使われる不動産局の航空機は昨年１年間、メンテナンスのためにルーマ

ニアで補修しており稼動していない。 
飛行・撮影に関して、飛行機搭載型のナビゲーションシステム及び写真撮影の自動化シ

ステムを保有している。 
 

 測地技術課 
測地技術課は基準点測量を実施している。必要に応じて対空標識の設置を行っている。 
ライカのトータルステーション システム 300 を 5 台、トプコン 1 台があり、一方、GPS

測量機材 2 台を保有している。ロシア製 4 輪駆動車ラデを 3 台所有している。 
 

２）その他 
その他、企画部、技術・メンテナンス部、土地登記図部、経理部、地方不動産部を有してい

る（組織図を参照）。 
 
（４）不動産局の保有機材 

以下の機材を有している。 

１．空撮機材 
 航空機セスナ 412B ゴールデンイーグル １機  
 航空カメラ RC30 １台  
 ＧＰＳ空撮・データ作成ソフト ASCOT １  
２．スキャナー関連 
 スキャナーDSW300 1 台

 スキャナー制御用コンピュータ 1 台

高画質スキャナーとコンピュータ

ー。この案件を完了するのに十分な

精度をもつスキャナーを有する。 
３．ISM 専用デジタル化用ソフトウェア（ISM は加インターナショナルシステマップ社の製品） 
デジタル写真測量用ソフトである ISM にはデジタル化に必要なアプリケーションモジュ

ールがすべて含まれている（モデルには自動補正が含まれる）。 
• 空中三角測量 
• AIM 
• DTM 作成 
• オルソフォト作成 
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 空中三角測量用ＡＴＭジップ ２ ライセンス  
 DTM 編集ソフトウェア ２ ライセンス  
 パス B 更新ソフトウェア １ ライセンス  
 TIN/CIP 編集図化 １ ライセンス  
 編集・図化・モザイク処理ソフトウェア １ ライセンス  
４．コンピューター 
 Dell Precision works (2.0GHz, 512MB) 5 台  
 Dell Precision works (2.0GHz, 768MB) 4 台  
 Dell Power Edge (サーバー、 512MB) 1 台 サーバーとして稼動

５．解析ステレオデジタイザ SD3000 関連 
 解析ステレオデジタイザ SD3000 １台  
 絶対相対標定用ソフト ORIMA   
 コンピュータ １台 P4 2.0GHz、 512MB、HD 80GB 
６．ERDAS Imagine ソフトウェア 
 Imagine Professional ２ ライセンス  
 Imagine AutoSync ２ ライセンス  
 Imagine Mosaic Pro ２ ライセンス  
 Imagine Radar Mapping Suite ２ ライセンス  
 VLS Feature Analyst for Imagine ２ ライセンス  
 Virtual Explorer ２ ライセンス  
７．Leica Photogrammetry Suite ソフトウェア等 
 LPS-更新用 Helava ソケットセット ２ ライセンス  
 Leica Photogrammetry Suite LPS Core ２ ライセンス  
 Leica Photogrammetry Suite LPS Stereo ２ ライセンス  
 Leica Photogrammetry Suite LPS Ate ２ ライセンス  
 Leica Photogrammetry Suite LPS Te ２ ライセンス  
 Lps Pro 600 Bentley Microstation ２ ライセンス  
 Topomouse ２ ライセンス  
 Crystal Eyes equipment ２ ライセンス  
 Orima Te/GPS ２ ライセンス  
 コンピュータ ４台  
８．出力機器 
 プロッターHP5500 １台  
９．測地測量関連 
 ４WD 車両ラデ（旧ソ連製） ３台  
 LEICA 製トータルステーション ５台  
 トプコン製トータルステーション １台  
 GPS 観測機材 ２台  
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（５）ローカルコンサルタントについて 
これまで国の独占事業であった測量については、経済の自由化も始まったばかりであるため、

モンテネグロ内において測量業を営む民間企業の数は多くない。その１つ、ブドバ市内に事務所

を構えるアーゲーインフォプラン社（AG Info Plan）社を訪れた。 
社員数は 5 名。測量以外にも建築・都市計画等のエンジニアから成る。野外作業が必要な際に

は、その都度技術者を集めて作業をしている。大きなプロジェクトであれば外部から 30～40 人

ほど技術者を集めることもある。図化用の機材としてパソコン 12 台、大型プロッターを保有し

ている。主に利用しているソフトウェアは Micro station と AutoCAD である。測地機材について

は保有しておらず、必要なたびにレンタルの機材で作業を行う。既存の空中写真を利用して現地

調査で適宜修正を加えている。 
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２－２ 調査対象地域 

調査対象地域を図２－３の斜線域で示す。 
 

 

図２－３ 調査対象地域（斜線域） 

 
２－３ 本格調査項目・内容・範囲 

地図縮尺   縮尺 1/25,000 の地形図を作成する。 
対象範囲   モンテネグロ国土の約７割にあたる約１万 km2 
空中写真撮影 モンテネグロ国土全体（カラー） 
撮影縮尺   1/40,000 
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２－４ 本格調査工程と要員構成 

（１）全体調査工程 
 （モンテネグロ現地作業）   （日本国内作業） 
 
 
 標定点測量・対空標識設置 
 
 
 空中写真撮影 
 
 
 空中写真デジタル化(スキャン) 
 
 
 空中三角測量 
 
 
 現地調査 
 
 

 数値図化 
 
 

補備測量     数値編集 
 
 

 補測編集 
 
 

 構造化・記号化 
 
 

データファイル作成 
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（２）主な調査内容 
１）作業基準・図式の検討 

現行の地形図・地籍図や既にある基準との整合性を保ちつつ作業基準や図式規定について先

方不動産局と協議を行い、それらを決定する。 
 

２）標定点測量 
空中写真撮影に先んじて標定点測量を実施するとともに、対空標識を設置する。この際、165

点ある GPS 観測による基準点の積極的な活用も視野に入れる。 
 

３）写真スキャン・空中三角測量 
不動産局に作業の実績があるので、日本人専門家と共同で実施することとする。 

 
４）写真判読・現地調査 

撮影された空中写真を使って写真判読及び現地調査を実施する。現地調査は空中写真上で判

読が困難な地物について補足的に実施する。調査は本格調査受注コンサルタント及び不動産局

が共同で実施する。また、必要に応じて作成地形図と同縮尺に拡大した空中写真を利用する。 
 

５）数値図化 
空中三角測量実施後のデータから、地図として表示する地物の形状を取得する。 

 
６）数値編集 

数値図化で取得した地物形状について、地図として編集を行う。 
 

７）記号化・構造化・データファイル作成 
地図として、地物の記号化、データの構造化、データファイルを作成して、CD-ROM に記

録する。 
 
８）技術移転 

上述の各工程において、技術移転を実施する。数値図化以降の作業については、不動産局自

身が責任をもって作成する図面を確定させるものとする。 
 
（３）要員構成 

本格調査団として派遣する専門家には、総括、写真スキャニング・空中三角測量、標定点測量・

現地調査（2 名。うち 1 名が副総括を兼務）、写真測量・数値図化編集、地図記号化、地理情報

普及、通訳を行う者を想定する。調査団自らが実施する国内業務については、数値図化・数値編

集、地図記号化、補測編集、構造化と考えられる。また、これらの作業の各工程で社内検査を十

分に行う体制を整える必要がある。 
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２－５ 本格調査実施上の留意点 

上述のように不動産局にとって広範囲の中縮尺地形図作成は初めてだが、既に地籍図作成を中心に

個別のプロジェクトで対空標識設置や刺針測量の経験がある。それら地籍図作成の経験や既存の設

備・ソフトウェアとも整合した技術移転をのぞむ。 
上述のように不動産局においては空中写真の撮影においては既にコンピューター利用により自動

化している。一方、高高度撮影において直下の地形変化によってはオーバーラップ率を臨機応変に変

えるなど柔軟に対応が求められる可能性がある。 
地形が急峻で、もろい岩石質のため、慣れない日本人調査団の一層の安全管理が必要である。 
今回、印刷を実施しないため、作成された地図データの普及・振興については一層柔軟に対応する

必要がある。 
航空燃料・写真フィルム等の外部条件によって数量が容易に変化する消耗品の購入に関して、その

支払い方法は検討を要すると考えられる。 
 

２－６ 他ドナーの動向・協調について 

UNDP による GIS プロジェクト MonGIS がモンテネグロで進行中である。これについて概略を示

す。 
MonGIS はモンテネグロにおける地理情報について、政府の情報化が十分でない。所掌官庁たる不

動産局のデータに自由にアクセスできないことが問題である一方、ユーザーたる国民にとっての要望

が信頼できる地理情報の利用であるという問題意識から、これらデータの円滑な流通・活用を図るこ

とを目標に、地理情報作成における人材開発・データ品質管理にかかわるコンサルティング、各種地

理情報のポータルサイトとなるデータサーバーの開設といった展開を進めている。全体として以下の

３つのフェーズを実施している。 
 
フェーズⅠ  
データ集積、土地利用マッピング、空間解析、縮尺 1/25,000～1/50,000 での整備成果公開。 

フェーズⅡ 
詳細土地利用マッピング、フィールドデータ統合、縮尺 1/10,000～1/25,000 での分析公開。 

フェーズⅢ 
ウェブマッピングを含む統合システム構築、主要ユーザーや地理情報作成者とのリンク。 
 
現在は MonGIS の第１フェーズとして、標高・植生・土壌等の地理情報を収集して、以下のような

開発活動を進めている。 
・環境保全 

「絶滅危惧種の潜在的生息域決定」プロジェクト：絶滅が危惧される動植物の生態から生育に適

している地域を標高や植生などのデータから抽出して、その保護育成に利用する。 
 
・林業整備 

「林道整備計画」プロジェクト：標高から求めた傾斜量を利用して、林道整備のプロセスが効率

化されるとともに、植林計画がより効果的に、かつ正確にできるようになった。更に人工衛星画像

が提供する情報によって、古い森林図の更新も可能となっている。 
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・森林再生(silvicultural)計画 
森林再生のために土壌や水文の地理情報が用いられている。既存や土壌分布図や水文河川情報が

地図データと地物の属性とともにデジタル化され、人工衛星画像とともに利用されている。 
 

2007 年２月には第２フェーズに移行する予定である。 
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１．主要面談者リスト 

モンテネグロ共和国地理情報システム策定事前調査団 主要面談者リスト 
 
JICA バルカン事務所 

+381-11-2200-750(Tel) 
+381-11-2200-761(Fax) 

 
所長       鹿野 正雄 
所員       村上 聡 

 
 
在セルビア日本国大使館 

+381-11-301-2800(Tel)  
+381-11-311-8258(Fax) 

 
特命全権大使   長井 忠 
一等書記官    坪田 哲哉 
在外専門調査員  宮本 みち子 

 
 
Ministry of International Economic Relations and European Integration 
Department for Bilateral Economic Cooperation 
国際経済協力・欧州統合省 経済協力局 

+381-81-241-953(Tel) 
+381-81-244-824(Fax) 

     
Deputy Minister for Foreign Economic Relations , 対外経済協力 大臣補佐 
          ：Nada Mihailovic（ナダ・ミハイロヴィッチ） 

mihailovicn@mn.yu 
 
Advisor アドバイザーJICA 案件担当: MASA VUKOTIC（マーシャ・ブコティッチ） 

masa.vikotic@mn.yu 
                                     
Advisor アドバイザー: IVAN LAZAREVIC（イヴァン・ラザレヴィッチ） 

ivan.l@mn.yu 
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Ministry of Environmental protection and physical planning 
Department for spatial planning 
環境保護・都市計画省 空間計画局（以前、空間計画センター、以下空間計画局で統一） 

+381-81-234-287(Tel) 
+381-81-234-027(Fax) 

 
Deputy Minister 空間計画局 大臣補佐: VESNA RAKCEVIC（べスナ ラクチェヴィッチ） 

vrakcevic@yu.mu                 
Information 情報専門：TAMARA DUROVIC（タマラ・ジュロヴィッチ） 

centar_ppd@mn.yu  
sektarppr@mn.yu 

Architecture 建設専門：BUDISLAVA KUC（ブディシュラヴァ・クチ） 
budakuc@mn.yu 
budislavakuc@cg.yu 

 
 
Ministry of Finance  
Department of Real Estate  財務省不動産局 

Tel:+381-81-664-694 
Fax:+381-81-225-031 

   
Director 局長: RAJKO JANKOVIC（ライコ・ヤンコヴィッチ） 

dncg.dir@cg.yu 
Mob:+381-67-680-680 

 
GIS project／写真測量課課長:SNJEZANA SKOKIC（スネジャナ・ショコキッチ） 

niss4@cg.yu 
 
GIS project／地図編集課第１シフトチーフ: 

MILUTIN BATURAN（ミルティン・バトゥラン/ブチコ） 
mbaturan@cg.yu 
Mob:+381-67-498-889 

 
地図編集課第２シフトチーフ： 

RADMILA JAVICEVIC（ラドミラ・ジャヴィチェヴィッチ） 
                     

地図編集課：TANJA SEKULIC（ターニャ・セクリッチ） 
 

地図編集課：NIKOLA BULATOVIC（ニコラ・ブラトヴィッチ） 
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GIS project／写真測量課：BORIS STOJKOVIC（ボリス・ストイコヴィッチ） 
bokigos@cg.yu 

       
地方測量部部長／測量士：VLADIMIR GRGUROVIC（ヴラディミル・グルグロヴィッチ） 

Mob：+381-67-670-172 
                  
測量部部長／測量士：VELIZAR FEMIC（ヴェリザ・フェミッチ） 

Mob：+381-67-615-594 
 

測量部／測量士：NIKOLA MILACIC（ニコラ・ミラチッチ） 
 

撮影部 撮影士：RADOMIR JANKOVIC（ラドミィル・ヤンコヴィッチ/ランコ） 
      
操縦士：MILOS DAMJANOVIC（ミロシュ・ダミヤノヴィッチ）      
       
副操縦士：MILIVOJ RADANOVIC（ミリヴォイ・ラダノヴィッチ） 

 
 
モンテネグロ国測量協会（NGO） 会長：MILOS MATOVIC（ミロシュ・マトヴィッチ） 

geodeste@cg.yu 
Mob:+381-6-485-193 

 
 
UNDP-Montenegro 国連開発局―モンテネグロ 

Tel:+381-81-602-595 
Fax:+381-81-602-596 

 
Resident representative モンテネグロ事務所所長： 

 Garret Tankovic Kelly（ギャレット・タンコヴィッチ・ケリー） 
garret.tankovickelly@undp.org 

       
Energy and Environmental for sustainable development Team leader 
継続可能なエネルギー・環境開発テーム長： 
Sanja Bojanic （サーニャ・ボヤニッチ） 

Sanja.bojanic@undp.org 
                  

MonGIS project manager MonGIS プロジェクトマネージャー： 
                    Robert Aleksic（ロベルト・アレクシッチ） 

robert.aleksic@undp.org 
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セルビア国軍事測量研究所  
大尉 SASA BAKARAC（サーシャ・バカラッチ） 

+381-11-3205-164(tel) 
+381-11-768-460(fax) 
vjvgi@beotel.yu 
bgdeocorisk@yahoo.com 
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２．収集資料一覧 

収集資料一覧 

 

質問表（Ｑ／Ｎ）関連 
１ 質問表（Ｑ／Ｎ）回答 
2-1～2-6 統計資料（モンテネグロ統計局 HP MonStat から） 
3-1 不動産局組織図（報告書内に日本語で転記） 
3-2 不動産局年間予算（2004・2006 年度：報告書内に日本語で転記） 
3-3 不動産局保有機材リスト（報告書内に日本語で転記） 
4-1 一等三角点網図（報告書内に転記） 
4-2 空中写真撮影を含むプロジェクト一覧表（報告書内に日本語で転記） 
4-3 地形図一覧 
5-1 国土基本法及び地籍法 
6-1 レンタカー見積りサマリー 

 
不動産局業務資料 

A-1 不動産局航空カメラ較正証明書コピー 
A-2 GPS 観測点配点図及び観測点のサンプル写真 
A-3 GPS 連続観測点構想にかかわる配点計画図 

 
会議／プレゼンテーション 

B-1 空間計画部プレゼンテーション資料「Establishment for GIS for Implementation of National 
Physical Plan in Montenegro」 

B-2 不動産局プレゼンテーション資料「Proposal on Establishment for GIS for Implementation of 
National Physical Plan in Montenegro」 

 
関連資料 

C-1 ガイドブック「モンテネグロ ブラニスラブ・ストルガル」 
C-2 機材見積書 
C-3 UNDP MonGIS 関連資料 
C-4 地形図（縮尺 1/200,000） 
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